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１．17 年９月中間期の業績（平成 17 年４月１日～平成 17 年９月 30 日） 

(1) 経営成績                          （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 

17 年９月中間期 

16 年９月中間期 

    百万円   ％ 

25,460（   1.4）

25,118（  17.3）

    百万円   ％ 

            510（△55.2）

1,138（  75.1）

       百万円      ％ 

613（△48.4）

      1,189（  64.7）

17 年３月期 49,861        1,733     11 1,766     11

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

17 年９月中間期 

16 年９月中間期 

百万円   ％

   3,011 ( 359.3) 

      655 (  33.6) 

円  銭 

174.10 

41.85 

17 年３月期  900      ) 53.37 

(注)①期中平均株式数 17 年 9 月中間期 17,299,007 株 16 年 9 月中間期 15,670,436 株 17 年 3 月期 16,422,083 株 

    ②会計処理の方法の変更    有 

   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)配当状況 

 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

17 年９月中間期 

16 年９月中間期 

円 銭 

10.00 

 9.00 

円 銭 

－ 

－ 

(注)17年9月中間期中間配当金の内訳

 

記念配当   １円   00 銭 

 

17 年３月期 － 18.00  

 (3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

17 年９月中間期 

16 年９月中間期 

百万円 

50,525 

48,984 

百万円

25,268 

21,956 

％ 

50.0 

44.8 

円  銭

1,460.70 

1,269.21 

17 年３月期 50,697 22,177 43.7 1,280.61 

(注) ①期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 17,299,007 株 16 年 9 月中間期 17,299,007 株 17 年 3 月期 17,299,007株

 ②期末自己株式数 17 年 9 月中間期  13,753 株 16 年 9 月中間期 13,753 株 17 年 3 月期 13,753 株

 

２．18 年３月期の業績予想（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

通  期 
百万円 

52,500 

百万円

1,400 

百万円

3,100 

円 銭 

10.00 

円 銭

20.00 

 (参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）179 円 20 銭 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性

があります。 



区分
注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

（　資　産　の　部　）

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 1,006,432 563,636 1,309,100

2. 受 取 手 形 1,709,945 1,651,281 1,819,504

3. 売 掛 金 13,256,027 14,493,264 13,004,902

4. た な 卸 資 産 5,014,807 5,166,973 5,238,425

5. 繰 延 税 金 資 産 352,737 333,612 273,288

6. そ の 他 1,596,343 1,363,931 1,744,609

7. 貸 倒 引 当 金 △ 56,400 △ 95,634 △ 54,200

流 動 資 産 合 計 22,879,894 46.7  23,477,065 46.5  597,170 23,335,630 46.0  

Ⅱ　固　定　資　産

 （1）有 形 固 定 資 産 ※1

1. 建 物 8,525,254 9,198,358 9,339,897

2. 機 械 及 び 装 置 5,377,328 6,486,237 5,720,397

3. 土 地 3,838,363 3,271,363 3,889,385

4. 建 設 仮 勘 定 2,316,762 1,005,586 1,604,642

5. そ の 他 698,441 993,728 927,909

有 形 固 定 資 産 合 計 20,756,149 42.4  20,955,275 41.5  199,126 21,482,232 42.4  

 （2）無 形 固 定 資 産 170,805 0.3   721,267 1.4   550,461 510,979 1.0   

 （3）投 資 そ の 他 の 資 産

1. 投 資 有 価 証 券 2,303,164 3,013,519 2,558,337

2. 関 係 会 社 株 式 1,660,432 1,661,382 1,661,382

3. 繰 延 税 金 資 産 497,797 － 393,820

4. そ の 他 739,593 716,217 773,904

5. 貸 倒 引 当 金 △ 23,722 △ 18,783 △ 18,553

投資その他の資産合計 5,177,264 10.6  5,372,335 10.6  195,071 5,368,891 10.6  

固 定 資 産 合 計 26,104,219 53.3  27,048,878 53.5  944,659 27,362,102 54.0  

資 産 合 計 48,984,114 100.0 50,525,944 100.0 1,541,829 50,697,733 100.0 

７.個別中間財務諸表等
（１）中間貸借対照表

金　　 　額

 （単位：千円、端数切捨て）

前事業年度の要約貸借対照表前中間会計期間末

（平成16年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

金　　 　額

（平成17年９月30日現在）

当中間会計期間末

金　　 　額 増減

対前中間期比
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注記
番号

 構成比
（％）

 構成比
（％）

 構成比
（％）

（  負　債　の　部  ）

Ⅰ　流　動　負　債

1. 支 払 手 形 245,561 449,257 376,074

2. 買 掛 金 10,017,193 10,569,796 10,199,557

3. 短 期 借 入 金 3,100,000 3,000,000 7,500,000

4. 未 払 金 3,088,564 2,574,885 3,075,474

5. 未 払 法 人 税 等 464,825 817,589 60,803

6. 賞 与 引 当 金 647,000 512,000 524,000

7. そ の 他 1,269,510 525,093 1,078,465

流 動 負 債 合 計 18,832,654 38.5  18,448,623 36.5  △ 384,031 22,814,375 45.0  

Ⅱ　固　定　負　債

1. 長 期 借 入 金 5,300,000 2,800,000 2,900,000

2. 退 職 給 付 引 当 金 2,520,545 2,512,127 2,404,385

3. 役 員 退 職 引 当 金 134,921 153,074 157,993

4. 繰 延 税 金 負 債 － 1,094,167 －

5. そ の 他 239,953 249,213 243,843

固 定 負 債 合 計 8,195,420 16.7  6,808,582 13.5  △ 1,386,837 5,706,221 11.3  

負 債 合 計 27,028,074 55.2  25,257,205 50.0  △ 1,770,868 28,520,596 56.3  

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ　資　本　金 4,723,830 9.6   4,723,830 9.4   -           4,723,830 9.3   

Ⅱ　資本剰余金

1. 資 本 準 備 金 5,778,024 5,778,024 5,778,024

資 本 剰 余 金 合 計 5,778,024 11.8  5,778,024 11.4  -           5,778,024 11.4  

Ⅲ　利益剰余金

1. 利 益 準 備 金 477,703 477,703 477,703

2. 任 意 積 立 金 9,493,456 10,064,413 9,493,456

3. 中間（当期）未処分利益 956,462 3,306,501 1,045,140

利 益 剰 余 金 合 計 10,927,622 22.3  13,848,618 27.4  2,920,995 11,016,300 21.7  

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 537,175 1.1   928,878 1.8   391,702 669,594 1.3   

Ⅴ　自己株式 △ 10,612 △0.0 △ 10,612 △0.0 -           △ 10,612 △0.0

資 本 合 計 21,956,039 44.8  25,268,738 50.0  3,312,698 22,177,136 43.7  

負 債 及 び 資 本 合 計 48,984,114 100.0 50,525,944 100.0 1,541,829 50,697,733 100.0 

 （単位：千円、端数切捨て）

前中間会計期間末

（平成16年９月30日現在）

金　　 　額

前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日現在）

金　　 　額

対前中間期比

増減区分

当中間会計期間末

（平成17年９月30日現在）

金　　 　額
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（単位：千円、端数切捨て）

区分
注記
番号

 百分比
(％）

 百分比
(％）

 増減
 百分比
(％）

Ⅰ　売上高 25,118,158 100.0 25,460,926 100.0  342,768 49,861,056 100.0 

Ⅱ　売上原価 20,818,001 82.9  21,683,503 85.2   865,501 41,829,798 83.9  

売上総利益 4,300,156 17.1  3,777,423 14.8   △ 522,733 8,031,258 16.1  

Ⅲ　販売費及び一般管理費 3,161,334 12.6  3,267,343 12.8   106,009 6,297,329 12.6  

営業利益 1,138,822 4.5   510,079 2.0    △ 628,742 1,733,928 3.5   

Ⅳ　営業外収益

1. 受取利息 2,029 3,480 4,951

2. 受取配当金 56,344 57,856 63,194

3. その他 157,895 216,269 0.9   189,558 250,895 1.0    34,625 268,033 336,180 0.6   

Ⅴ　営業外費用

1. 支払利息 45,424 38,912 93,141

2. その他 119,856 165,280 0.7   108,199 147,111 0.6    △ 18,169 210,036 303,178 0.6   

経常利益 1,189,811 4.7   613,863 2.4    △ 575,947 1,766,930 3.5   

Ⅵ　特別利益 ※3 10,768 0.0 5,096,474 20.0   5,085,706 16,124 0.0   

Ⅶ　特別損失 ※4 100,634 0.4 656,802 2.6    556,167 331,383 0.6   

税引前中間（当期）純利益 1,099,944 4.3   5,053,536 19.8   3,953,591 1,451,671 2.9   

法人税、住民税及び事業税 ※2 444,406 791,945 459,185

法人税等調整額 ※2 △ 270 444,136 1.7   1,249,781 2,041,727 8.0    1,597,590 92,308 551,494 1.1   

中間（当期）純利益 655,808 2.6   3,011,809 11.8   2,356,001 900,176 1.8   

前期繰越利益 300,654 294,692 300,654

中間配当額 － － 155,691

中間（当期）未処分利益 956,462 3,306,501 1,045,140

（２）中間損益計算書

金　　　額

当中間会計期間
（自平成17年４月１日

　　至平成17年９月30日）

金　　　額

前中間会計期間
（自平成16年４月１日

　　至平成16年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自平成16年４月１日

　　至平成17年３月31日）
対前中間期比

金　　　額
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１. 資産の評価基準及び評価方法 1. 資産の評価基準及び評価方法 1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券
子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法 同左 同左
その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券
　時価のあるもの 　時価のあるもの 　時価のあるもの
　　中間決算日の市場価格等に基づく
　　時価法（評価差額は全部資本直入
　　法により処理し、売却原価は移動
　　平均法により算定）

同左

　　期末決算日の市場価格等に基づく
　　時価法（評価差額は全部資本直入
　　法により処理し、売却原価は移動
　　平均法により算定）

　時価のないもの 　時価のないもの 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法 同左 同左
(2) デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ

時価法 同左 同左

(3) たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産

移動平均法による原価法 同左 同左

２．固定資産の減価償却の方法 ２． 固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産
　定率法。ただし、沼田事業所の建物
（附属設備を除く）及び平成10年４月１
日以降に取得した建物（附属設備を除
く）については、定額法を採用しており
ます。なお、主な耐用年数は、以下のと
おりです。
　建物　　　　　　　　３～41年
　機械及び装置　　　　４～17年

同左 同左

(2) 無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産
　ソフトウェア（自社利用）について
は、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法、それ以外のものについ
ては定額法によっております。

同左 同左

３．引当金の計上基準 ３． 引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備え
るため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

同左 同左

(2) 賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

同左 同左

(3) 退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間会計期間
末において発生していると認められる額
を計上しております。
　なお、数理計算上の差異は、各事業年
度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（８年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとし
ております。また、過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（８年）による定額法に
より費用処理しております。

同左

　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。なお、数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数
（８年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理することとしております。ま
た、過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間内以内の一定
の年数（８年）による定額法により費
用処理しております。

(4) 役員退職引当金 (4)役員退職引当金 (4)役員退職引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内規
に基づき計算した中間期末要支給額を計
上しております。

同左
　役員の退職金支給に備えるため、内
規に基づき計算した期末要支給額を計
上しております。

前事業年度

（自平成16年４月１日

　　至平成17年３月31日）　　至平成16年９月30日）

（自平成16年４月１日

前中間会計期間 当中間会計期間

（自平成17年４月１日

　　至平成17年９月30日）
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４． ４． ４．

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

同左

　外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

５． リース取引の処理方法 ５． リース取引の処理方法 ５． リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。

同左 同左

６． ヘッジ会計の方法 ６． ヘッジ会計の方法 ６． ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっておりま
す。なお、特例処理の要件を満たしている場
合は特例処理を採用しております。

同左 同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段          へッジ対象
　金利スワップ　　　  借入金利息 同左 同左

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針
　当社は、堅実経営の精神に則り、資金コス
トを削減するため、長期借入金の利払いに関
連した金利変動リスクをヘッジしておりま
す。

同左 同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法
　特例処理の要件を満たしているため、ヘッ
ジの有効性の評価は省略しております。 同左 同左

７． 消費税等の会計処理 ７． 消費税等の会計処理 ７． 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜き方式によって
おります。
　なお、「仮払消費税等」と「仮受消費税
等」は相殺の上、流動資産の「その他」に含
めて表示しております。

　消費税等の会計処理は税抜き方式によって
おります。
　なお、「仮払消費税等」と「仮受消費税
等」は相殺の上、流動負債の「未払金」に含
めて表示しております。

　消費税等の会計処理は税抜き方式によって
おります。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

　　至平成16年９月30日）

（自平成16年４月１日
前中間会計期間 当中間会計期間

（自平成17年４月１日

　　至平成17年９月30日）

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
換算基準

前事業年度
（自平成16年４月１日

　　至平成17年３月31日）

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
換算基準

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
換算基準

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会
計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８
月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平
成15年10月31日）を適用しております。これによ
り損益に与える影響は軽微であります。

（自平成16年4月１日 （自平成17年4月１日 （自平成16年4月１日
　　至平成16年9月30日） 　　至平成17年9月30日） 　　至平成17年3月31日）
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表示方法の変更

　(中間貸借対照表)
　「未払金」は前中間会計期間末において流動
負債の「その他」に含めて表示しておりました
が、当中間会計期間末において資産の総額の
100分の５を超えたため区分掲記いたしまし
た。
　なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額
は1,445,566千円であります。

―――――――

前中間会計期間

（自平成16年４月１日

　　至平成16年９月30日）

当中間会計期間

（自平成17年４月１日

　　至平成17年９月30日）

 6



追加情報

生産拠点の移転 生産拠点の移転
　平成15年3月28日開催の取締役会におい
て、当社の包装事業の生産拠点である川崎
事業所の機能を移転し、新事業所を建設す
ることを決議いたしました。
　なお、移転に伴い川崎事業所の土地は売
却の予定であります。
　また、当該概要は中間連結財務諸表の追
加情報に記載のとおりであります。

　 　平成15年3月28日開催の取締役会において、
当社の包装事業の生産拠点である川崎事業所
の機能を移転し、新事業所を建設することを
決議いたしました。
　当該概要は連結財務諸表の追加情報に記載
のとおりであります。

繰延資産の処理方法 繰延資産の処理方法

新株発行費 新株発行費

　支出時に全額費用処理をしております。 　支出時に全額費用処理をしております。
　なお、当中間会計期間における新株発行
費の概要は、中間連結財務諸表の追加情報
に記載のとおりであります。

　なお、当事業年度における新株発行費の概
要は、連結財務諸表の追加情報に記載のとお
りであります。

  至平成16年９月30日)

(自平成16年４月１日

前中間会計期間 当中間会計期間

(自平成17年４月１日

  至平成17年９月30日)

―――――――

前事業年度

(自平成16年４月１日

  至平成17年３月31日)

―――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

※ １．有形固定資産の減価償却累計額 ※ １．有形固定資産の減価償却累計額 ※ １．有形固定資産の減価償却累計額

25,867,146千円 24,320,637千円 25,224,352千円

（中間損益計算書関係）

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額

有形固定資産　　　　　1,045,180千円 有形固定資産　　　　　1,279,489千円 有形固定資産　　　2,374,851千円
無形固定資産　　　　　　　7,191 無形固定資産　　　　 　　30,057 無形固定資産　　　　 16,207

※ ２． ※ ２． ※ ２．

※ ３． ※ ３．特別利益のうち主要なもの ※ ３．
固定資産売却益
　機械及び装置　　　　　　2,089千円
　車輌運搬具　　　　　　　　882
　土地　　　　　　　　5,043,372
　　　　　　　　　　　5,046,345千円

※ ４． ※ ４．減損損失 ※ ４．

種類 場所

投資用不動
産（土地）

北海道標津郡

―――――――

前中間会計期間末

　中間会計期間に係る納付税額及び法
人税等調整額は、当期において予定し
ている利益処分による圧縮積立金及び
特別償却準備金の積立て及び取崩しを
前提として、当中間会計期間に係る金
額を計算しております。

―――――――

  至平成17年３月31日)

前中間会計期間

当中間会計期間末 前事業年度末

（平成16年９月30日）

(自平成17年４月１日
  至平成17年９月30日)

(自平成16年４月１日
  至平成16年９月30日)

（平成17年９月30日）

当中間会計期間 前事業年度
(自平成16年４月１日

　当中間会計期間において、資産の市場価
格が下落している遊休土地について、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失（3,100千円）として特別損失
に計上しております。
　なお、当資産グループの回収可能価額は
正味売却可能価額により測定しており、土
地については、不動産鑑定評価またはそれ
に準ずる方法により評価しております。

用途

遊休資産

（平成17年３月31日）

同左

――――――――――――――

―――――――
　当中間会計期間において、当社は以下の
資産グループについて減損損失を計上して
おります

　当社は、主に管理会計上の区分を基礎と
して資産グループを決定しております。な
お、遊休資産については、個々の物件単位
でグルーピングを行っております。
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① リース取引関係

   ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

② 有価証券関係

   前中間会計期間（自　平成16年４月１日　至　平成16年９月30日）、当中間会計期間（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）及び前事業年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）のいずれにおいても
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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 （1株当たり情報）

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額
1,269円21銭 1,280円61銭

1株当たり中間純利益 1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益
金額 41円85銭 金額 金額 53円37銭

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

期中平均株式数（千株） 16,422               

(23,800)

15,670                  

3,011,809             

3,011,809             

17,299                

－

－

－

　至　平成17年３月31日)

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円）

普通株主に帰属しない金額（千円）
655,808                 

－

655,808                 

（うち
利益処分による役員賞与金（千円））

中間（当期）純利益（千円）
23,800               

876,376              

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

900,176              

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
  至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

　 至　平成17年３月31日）

1,460円70銭
1株当たり純資産額

同左

174円10銭

前事業年度前中間会計期間
（自　平成16年４月１日 
   至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日 
   至　平成17年９月30日）

（自　平成16年４月１日 
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